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〔論　　文〕

コロナ禍における現役世代の地方移住希望の関連要因分析
―在宅勤務実施の頻度と男女の違いに着目して

奥　田　純　子

要　旨
本研究は，子育て世代中心に収集されたデータを使用して，コロナ禍におけ
る現役世代の地方移住希望要因を分析するものである．分析課題は 3つあり，1
つ目は，在宅勤務実施の頻度が地方移住希望に与える影響と男女の違いを明ら
かにすること，2つ目は，在宅勤務以外の要因について家族形態と男女の違い
を踏まえて分析を行うこと，3つ目は，コロナ禍での移住希望を，比較的裕福
な層による「ライフスタイル移住」と，経済的不安からの移住の 2つの側面か
ら考察することである．分析の結果，次のことが明らかになった．第一に，有
配偶女性はコロナ禍で自宅時間が増加した場合にのみ，在宅中心の働き方が移
住希望確率を高めることから，有配偶女性は，コロナ禍で在宅勤務が導入され
たことをきっかけとして地方移住を希望するようになった可能性が示唆される．
第二に，移住希望に正の影響を与える要因について，コロナ禍で自宅時間が増
加した有配偶男性の場合，三大都市圏で賃貸住宅に居住していること，自宅時
間が増加していない有配偶男性の場合月収の低さが影響を与えることが明らか
になった．第三に，「ライフスタイル移住」としての移住希望は有配偶女性が持
ち，経済的不安からの移住希望は有配偶男性が持つ傾向にある．コロナ禍とい
う経済的に不安的な時期においては，収入と地方移住との関連は二極化する傾
向があり，それは男女で異なるのかもしれない．

1．はじめに

2020 年に起きた新型コロナウイルス感染症
（以下，「コロナ」）の蔓延によって，人々の行
動が大きく制限される事態が続いた．大都市圏
ではテレワークなど会社に出勤せずに働く形が
浸透した企業も少なくない．国土交通省（2021）
によると，被雇用者のテレワーク割合は 2019
年には 14.8% だったが，2020 年には 23.0%，
2021 年には 27.0% まで上昇した 1．テレワーク
可能な企業が増えれば，非大都市圏に居住しな
がら大都市圏の企業で働く人も増えるかもしれ
ない．それに付随して，長年続いてきた東京一

極集中の状況にも変化が現れる可能性がある．
移住の際は仕事の確保も重要である．テレ
ワークが実施可能であることで転職をする必要
がなくなり，移住もしやすくなるだろう．国と
しても，地方への新しいひとの流れをつくるた
めに，地方創生に資するテレワークの取組を支
援する（まち・ひと・しごと創生本部 2020）
など，国としてもテレワークと絡めて地方移住
を推進しており，子どもを帯同して地方に移住
する子育て世代の移住を重点的に支援すること
も謳っている（まち・ひと・しごと創生本部 
2021）．都市部から地方への移住要因として，
比較的経済的に裕福な人々が生活の質の向上を
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目指して移住する「ライフスタイル移住」があ
る（Benson and O’Reilly 2009）．一方で，コロ
ナ禍では滕（2022）が指摘するように，経済的
不安のある人も移住意識を持ちやすい．コロナ
禍における地方移住は，「ライフスタイル移住」
と経済的不安からの移住という 2つの側面から
の移住が起こる可能性があるが，配偶者や子ど
もの有無といった家族形態を踏まえた現役世代
の移住の詳細は明らかになっていない．
そこで，本研究は，「ライフスタイル移住」
としての移住希望と経済的不安からの移住希望
の 2つに着目しつつ，コロナ禍での在宅勤務は
移住希望に影響を与えるのか，地方移住に影響
を与える要因は家族形態や性別によってどのよ
うに異なるのかを明らかにすることを目的とす
る．研究の方法としては，2020 年にお茶の水
女子大学が実施した『AI，ICT等テクノロジー
の利用が仕事と家庭生活に与える影響調査』を
利用し，分析をおこなう．25 ～ 59 歳の子育て
世代を中心としたデータであるため，地方創生
の観点から，本研究は子育て世代の地方移住促
進に向けた取り組みの一助となろう．
以下，第 2節では，コロナ禍における地方移
住とテレワーク実施に関する現状を把握し，先
行研究を紹介する．第 3節では使用データと分
析方法を示し，第 4節で結果を示す．最後に第
5節で結論と今後の課題を述べる．

2．コロナ禍における地方移住およびテレワー
ク実施の現状と先行研究

2．1　 コロナ禍における地方移住とテレワー
ク実施の現状

2020 年以降，東京圏全体の転入超過数が減
少傾向に転じた．図 1は，本研究が分析対象と
する 25 ～ 59 歳の，年齢 5階級別にみた東京圏
転入超過数の推移である．25 ～ 34 歳は，2019
年から 2021 年にかけて転入超過数が大きく減
少したが，2022 年には再び上昇している．35～
54 歳は，2017 年から 2019 年にかけて転入超過
であったが，2020 年以降転出超過に変わった．
55 ～ 59 歳は，2017 年から転出超過であり，
2020 年以降その数は大きくなっている．コロ
ナ禍で行動制限が強く求められていた 2020 年
と 2021 年においては，どの年齢層でもコロナ
禍前に比べて東京圏への人口集中が和らぐ傾向
にあることがわかる．
では，東京圏から非東京圏への移動はどの程
度起きたのだろうか．図 2は，25 ～ 59 歳の東
京圏からの県外移動者総数に対する非東京圏へ
の移動割合ついて，2019 年から 2021 年までの
推移を示したものである．東京圏全体でみると，
非東京圏への移動は増加しておらず，むしろ減
少している．しかし，非東京圏への移動割合を
都道府県別にみると，埼玉県と千葉県からの移

図1　25～ 59歳の東京圏転入超過数の推移（単位：人）
（出典）『住民基本台帳人口移動報告』より筆者作成
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動割合は増加傾向にあり，神奈川県においても
2020 年から 2021 年にかけて割合は増加してい
る．一方で，東京都から非東京圏への移動割合
は減少傾向にある．このように，東京圏から非
東京圏への移動が増加したとは言えないが，東
京都からは埼玉県，千葉県，神奈川県の近県へ，
これら近県からは非東京圏への移動が増えてい
ることから，25 ～ 59 歳の年齢層は，コロナ禍
で東京都から離れる傾向にあることがわかる．
次に，内閣府の調査から，コロナ禍における
地方移住とテレワークに関する現状をみる．内
閣府は『新型コロナウイルス感染症の影響下に
おける生活意識・行動の変化に関する調査』を
2020 年 6 月から年 2回継続的に実施している．
同調査では，東京圏在住者の地方移住への関心
度合いの変化を把握することができる．第 5回
調査の結果によると，地方移住に関心がある割
合は，2019 年 12 月時点の 25.1% から，2022 年
には 34.2% に上昇し，20 代の東京 23 区在住者
に限ると 50.9% が地方移住に関心を持つ（内閣
府 2022）．また，第 3回調査の結果より，2020
年時点のテレワーク未実施者が 2021 年でテレ
ワーク実施者になっているかどうかで，地方移
住への関心の高まりを比較すると，新たにテレ
ワークを実施した層の方が，より地方移住希望
割合が高まっている（内閣府 2021）．

2．2　 先行研究
地域間移動の研究では，一般的に，人は人口
規模が大きく経済的に豊かな地域へ，地方から

都市部へ移動する傾向があり，経済的要因が移
動のプル要因になるとされる．しかし，近年は
都市部から地方へという，これまでとは逆の移
動に関する研究も多い．海外では，経済的要因
では説明ができない移動を「ライフスタイル移
住」として着目する研究が蓄積されている．ラ
イフスタイル移住とは，比較的裕福な人々が生
活の質の向上を目指して移動するものである
（ Benson and O’Reilly 2009）． Smith et al.（2012）
は，イギリスの農村地域では，質の高い教育機
関に惹かれて移住する人が多いこと，犯罪の多
さ，騒音や公害，生活の慌ただしさといったロ
ンドンの特徴がプッシュ要因になることを示
し，農村地域への移住は生活の質を向上させる
ことを明らかにした． Pedersen et al.（2022）は，
高学歴の若者にとって，農村は都会よりも安全
で，保育所や学校，余暇活動へのアクセスの容
易さといった物理的な優位性もあると認識され
ていることを示した． また，オランダでは，所
得が比較的低い高学歴の若年層が多く農村に転
入すること（Bijker et al. 2012），逆にオースト
ラリアでは，年齢や家庭的・経済的責任から，
人は過疎地域から離れる傾向にあることが明ら
かにされている（Dyrting et al. 2020）． 谷垣
（2017）は，北海道と奈良県の農村地域への移
住者は勤労世代が多いこと，豊かな自然環境に
惹かれて移住していること，行政の移住支援は
あてにしない人が多いことを示した． 小原
（2020）は，沖縄県への移住希望に関して，場
所への愛着が移住意図に影響を与え，その愛着

図2　 東京圏からの県外移動者総数に対する非東京圏への移動者割
合の推移（25～59歳）

（出典）『住民基本台帳人口移動報告』より筆者作成
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に影響を与える観光経験を明らかにした．
日本国内における地方移住希望に関する研究
 を概観すると，ライフスタイル移住との共通点
がみられる．布施・久米（2011）によると，40～
65 歳の首都圏在住者のうち，地方に「長期滞在・
永住」を希望するのは比較的年齢が若い男性で，
所得が高く，地方での農業に関心がある層であ
る． 佐藤・城所・瀬田（2014）は，東京都民で
経済的に移住可能な層は，移住後の「やりがい
のある仕事」への選好が強く，「住居へのこだ
わり」に関する選好は強くないことを示した．
 包・服部（2017）は，首都圏在住の移住希望者
の特徴として，高学歴，既婚，夫婦と子どもが
いる家族構成，正社員，収入は 500 万円以上と
いった特徴があることを明らかにした．このよ
うに，比較的経済的に豊かな層が地方移住を希
望する傾向があることがわかる．
コロナ禍におけるテレワークと移住に関する
研究として， 滕（2022）は，東京都に居住する
独身若年層を対象とした調査から，コロナ禍で
高収入，正規雇用，テレワーク可能な人は移住
意識が生じやすい一方で，低学歴・収入減少・
不安感のある人も移住意識を持ちやすい傾向が
あることを示した．また，テレワークと移住意
識との関連については，あくまでも東京圏内の
移住と関連があり，地方圏への移住意識との間
には関連がみられないことも指摘している（滕 
2022）．
以上より，生活の質の向上を求めて地方移住
が起きる可能性があること，既婚の家族持ちが
地方移住を志向する傾向にあること，コロナ禍
においては，比較的裕福な層と経済的不安のあ
る層で移住意向がみられることが明らかにされ
ている．しかし，コロナ禍における地方移住希
望については，具体的に配偶者や子どもの有無
といった家族形態を踏まえた特徴は明らかに
なっていない．また，コロナ禍におけるテレワー
クと地方移住希望との関連は，家族形態や性別
の違いによってどのように異なるのかは不明で
ある．

2．3　 課題の設定と予測
先行研究を踏まえ，本研究の分析課題を 3つ
設定し，それぞれの課題に対する結果予測と本
研究の新規性について述べる．
分析課題 1：在宅勤務実施の頻度が地方移住希
望に与える影響と男女の違い
在宅勤務が全くない人に比べて，在宅中心の
働き方ができる人は居住地選択の自由度が高い
ため，移住希望に対して正の影響を与えると予
測する．男女の違いについて，女性の移動は単
独ではなく男性の動向と繋がっている可能性
や，30 代女性は婚姻など家族関係が移動と関
係することが指摘されているため（田村・坂本・
戴 2018），女性本人が在宅勤務をしていたとし
ても，結婚している場合，家族との関係で地方
移住希望を持ちにくい可能性は考えられる．
分析課題 2：在宅勤務以外のコロナ禍での地方
移住希望に影響を与える要因
先行研究を踏まえて予測できるものとして
は，年齢，月収，従業上の地位が挙げられる．
前述したとおり，内閣府（2022）の調査では若
い世代ほど移住希望を持つ傾向にあり，先行研
究では高収入の層と正社員が移住希望を持つ傾
向にあることが指摘されている（包・服部 
2017，滕 2022）．年齢は高くなるにつれて生活
基盤が頑強になり，より移動しづらくなると考
えられるため，年齢が高いことは移住希望に対
して負と予測できる．高収入の人がライフスタ
イル移住をする傾向にあるとすると，コロナ禍
の移住希望についても，月収が高いほど正，収
入が安定的で在宅勤務もよりしやすいと考えら
れる正社員は正と予測する．
分析課題 3：「ライフスタイル移住」の希望と
経済的不安からの移住希望の違い
先行研究を踏まえると，コロナ禍では，経済
的に裕福な層の「ライフスタイル移住」希望と，
経済的不安からの移住希望の 2つあると考えら
れる．それぞれの移住希望を持つ層にはどのよ
うな特徴があるのかについては，家族形態や男
女の違いを踏まえ探索的に分析をおこなう．
したがって，本研究は子育て世代を中心とし
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たデータを使用し，家族形態を踏まえてコロナ
禍における地方移住希望の特徴を明らかにする
点，それを「ライフスタイル移住」と経済的不
安からの移住の 2つの視点から考察する点で，
これまでの先行研究とは異なり新規性がある．

3．使用データと分析方法

3．1　 使用データ
使用するデータは，お茶の水女子大学生活科
学部の教員が共同で実施した『AI，ICT 等テ
クノロジーの利用が仕事と家庭生活に与える影
響調査』（研究代表者：永瀬伸子）である．本デー
タの特徴は，第一に，子どものいる父親と母親
に対し，第 1 子の年齢別に，3 歳から 15 歳ま
で 1歳ごとに男児女児同数になるように目指し
て割り当てられている点，第二に，居住空間な
ど生活に関わる設問が豊富である点，第三に，
コロナ禍におけるテレワークの実施状況と地方
移住希望について把握できる点である．そのた
め，現役世代の地方移住希望について家族形態
を踏まえて詳細に分析できると考え，本データ
を使用した．調査の対象者は，子どものいる
25 ～ 59 歳の男女のほか，既婚子なし，未婚子
なしについても回答者の男女が同数になるよう
割り当てられている．子どもがいる男女 4702
名，既婚子なしと未婚子なしを合わせて 654 名，
合計 5356 名の回答を得た 2．回答者の現住地は
大都市圏とのその周辺部 3 に限定しているた
め，全国でみるよりも地方移住希望を持つ層が
多く含まれる可能性がある．
本調査では，「地方への移住を可能性として
考えるようになった」ことに関してどの程度同
意するかを聞いている．この設問から，地方移
住への関心を捉えることができる．また，テレ
ワークの状況としては，「あなたは，所属して
いる勤務先の通常の勤務先以外で，次の場所で
仕事をすることはありますか．ある場合は，頻
度はどの程度ですか．それぞれの場所ごとにあ
てはまるもの 1つを選んでください．」という
設問で，具体的に「所属先企業の他の事業所」「サ

テライトオフィス」「自宅」「顧客先の事業所や
工場」「喫茶店・カフェ・レストランなどの飲
食店」「図書館などの公共施設」それぞれの場
所における仕事の頻度を聞いている．このうち，
テレワークとして扱われるのは，事業所以外の
場所で働いている場合である．しかし，それぞ
れの場所で週 1回以上働いている人の割合は，
サテライトオフィスが 2.8%，自宅が 16.1%，飲
食店が 1.9%，公共施設が 0.8% と，自宅以外の
場所に関しては割合が少ない．コロナ禍では特
に「Stay Home」が求められたことから，特に
自宅で働く人が増えたのではないかと考えられ
るため，本研究では在宅勤務を分析対象とする．
分析では，上記の設問で「自宅」で週 3回以上
働くことがある場合は「在宅中心」，週 2回以
下の場合は「通勤中心」，全くない場合は「在
宅勤務なし」として分類したものを「在宅勤務
の頻度」とした．また，自営業者の場合，そも
そもコロナ禍以前から自宅で仕事をしている人
も少なくない可能性がある 4．本研究では，コ
ロナ禍での在宅勤務の拡大と地方移住希望との
関係を分析するため，従業上の地位が正社員ま
たは非正社員である被雇用者を分析対象とす
る．そのため，全体で5356あるサンプルのうち，
使用するサンプルは 3922（正社員 3028 名，非
正社員 894 名）である 5．

3．2　 分析方法
分析の方法としては，まず，地方移住希望の
有無と各変数とのクロス集計を行い，特徴を把
握する．次に，被説明変数を地方移住希望の有
無としたロジスティック回帰分析をおこなう．
具体的には，「地方への移住を可能性として考
えるようになった」ことにどれほど同意するか
という設問に対し，「ややそう思う」「そう思う」
と回答した場合に「地方移住希望がある」とし
て，地方移住希望がある場合に「1」，そうでな
い場合に「0」をとる 2項を被説明変数とする．
説明変数は在宅勤務の頻度，個人属性（性別，
年齢，学歴，居住地域），家庭生活属性（配偶
者の有無，子どもの数，未就学児の有無，中学
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生の有無，住宅の種類，自宅で個人の場所が確
保できるか 6），仕事属性（従業上の地位，先月
の月収，職種，通勤時間），コロナ禍の影響（生
活満足度の変化 7，失業・休職経験，経済的不安，
自宅時間の増加）とする．コロナ禍で自宅時間
が増えた，かつ在宅勤務をしている人は，コロ
ナ禍を契機として在宅勤務を開始した可能性が
高いと推測し，自宅時間増加と在宅勤務実施の
頻度との交差項を投入した交互作用モデルで分
析を行い，交差項の影響を確認する．その上で，
自宅時間が増加したか否かでサンプルを分けて
分析をし，その他の変数の影響を確認する．加
えて，有配偶は説明変数に配偶者情報を追加し
た分析もおこなう．配偶者情報に関しては，配
偶者の在宅勤務のしやすさも本人の移住希望に
影響を与えるのではないかと考えられるが，本
調査からは配偶者の在宅勤務実施状況は把握で
きないため，在宅勤務実施に関連すると考えら
れる学歴，職種，月収，コロナ禍での自宅時間
増加ダミーを投入した 8．

4．分析結果

4．1　 分析対象者の特徴と地方移住希望者の
特徴

分析対象とするサンプルの基本統計量は表 1
に示した．被雇用者が 3922 名，そのうち有配
偶が 3447 名である．育児休業等で休業中の者
は分析から除外した．地方移住希望がある割合
は全体で 16.6%，在宅勤務実施の頻度について，
全体で在宅勤務なしが 73.3%，通勤中心が
15.9%，在宅中心が 10.8% である．全体でも有
配偶のみの場合でも，女性は無業者が多いため，
被雇用者に限定すると女性の割合は低く，また
比較的高学歴なサンプルとなっている．
では，それぞれの変数と地方移住希望との関
係をクロス集計でみてみよう．表 2では，使用
する変数について，地方移住希望の有無との関
係を男女別にクロス集計した結果，男女ともに
有意差が認められたものをまとめた．個人属性
については，年代が若く，社宅・寮住まい，東

京圏居住で，自宅に個人の場所を確保できない
時もある場合に移住希望割合が高い．仕事属性
については，通勤時間が 31-60 分で，在宅中心
の働き方をしている場合の移住希望割合が高い
が，本人の月収については男女で逆の傾向がみ
られ，女性は月収が高いほど，男性は月収が低
いほど移住希望割合が高い．また，男女ともに
コロナ禍で失業・休職経験がある方が移住希望
割合は高い．なお，表には示さないが，移住希
望割合を男女で比較すると，男性は 18.3%，女
性は14.0%で，有意に男性よりも女性の方が低い．

4．2　 地方移住希望との関連要因分析の結果
4．2．1　 在宅勤務実施の頻度が地方移住希望

に与える影響と男女の違い
では，他の要因を考慮した上でもなお，地方
移住希望に影響を与える要因は何だろうか．第
一の課題として，ここでは，在宅勤務の影響を
確認する．被雇用者を分析対象として，在宅勤
務の頻度とコロナ禍における自宅時間増加の交
差項を含めた交互作用モデルでロジスティック
回帰分析を行った．表 3では，コロナ禍で自宅
時間が増加した，あるいは増加していない場合
における，在宅勤務の移住希望確率に対する限
界効果を示した．上段は被雇用者全体と配偶者
の有無別の推計，下段は配偶者情報を追加して
有配偶を男女別に推計した結果である．上段の
結果をみると，被雇用者全体と有配偶に関して
は，コロナ禍での自宅時間増加の有無によらず，
在宅中心の働き方が移住希望確率を 12 ～ 15％
ポイント程度引き上げる一方で，無配偶では在
宅勤務の有意な影響はみられない．次に下段を
みると，有配偶男性は自宅時間増加の有無によ
らず，在宅中心の働き方が移住希望確率を14～
15％ポイント程度引き上げる一方で，有配偶女
性は，自宅時間が増加した場合にのみ，在宅勤
務の頻度が高いほど移住希望確率も高くなる．
このことから，有配偶女性は，コロナ禍を契機
として在宅勤務が開始されたことで地方移住を
考えるようになった可能性が示唆される．
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表1　基本統計量

（出典）筆者作成
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4．2．2　 在宅勤務以外のコロナ禍での地方移
住希望に影響を与える要因

第二の課題として，コロナ禍における地方移
住希望に影響を与える要因について，在宅勤務
以外の変数の影響を確認する．4．2．1 で示した

結果から，コロナ禍での地方移住希望に影響を
与える要因は有配偶男女で異なると考えられる
ため，ここでは有配偶男女に限定して，コロナ
禍で自宅時間が増加したか否かでサンプルを分
けた上でロジスティック回帰分析をした．移住

（出典）筆者作成
注：カイ二乗検定の有意水準は5%

表2　クロス集計表（被雇用者のみ）
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希望確率に対する限界効果を表 4に示した．な
お，配偶者情報を追加した表 3（4）から（6）
のモデルに対応している．
まず，表 4（4）有配偶全体の結果をみると，
コロナ禍で自宅時間が増加していない場合に，
有配偶女性は有配偶男性に比べて有意に移住希
望確率が低い．有配偶全体の推計では，コロナ
禍での自宅時間増加の有無によらず，コロナ禍
で失業・休職経験があることが移住希望確率を
高めているが，男女別に推計すると有意な影響
はなくなる．（5）有配偶女性の結果をみると，
女性は年齢が高いほど移住希望確率も有意に低
くなり，コロナ禍で「自宅時間が増加した」女
性については，非三大都市圏居住者に比べて大
阪圏居住者の移住希望確率が低く，月収は
20-30 万円未満よりも 1段階低い場合に，子ど
もが 1人いるよりも 2人いる場合に移住希望確
率が低くなる．また，コロナ禍で「自宅時間が
増加していない」女性は，経済的不安が移住希
望確率を高め，夫が無職で夫の自宅時間が増加
したことは移住希望確率を引き下げる．続いて，
（6）有配偶男性の結果をみると，自宅時間増加
の有無によらず，経済的不安は男性の移住希望
確率を引き上げる．「自宅時間が増加した」男

性については，三大都市圏に居住していること，
住宅が賃貸であること，妻が管理的職業で妻の
自宅時間が増加したことが移住希望確率を高め
る．「自宅時間が増加していない」男性につい
ては，本人の月収が低収入であることは移住希
望確率を引き上げるが，妻の月収が低収入であ
ることは移住希望確率を引き下げる．
第一の課題の分析から，コロナ禍での自宅時
間増加の有無によって，在宅勤務が移住希望に
与える影響が有配偶男女で異なることを示した
が，なぜこのような違いがあるのだろうか．表
4（5）有配偶女性の結果をみると，「自宅時間
が増加した」有配偶女性は，自宅で個人の場所
が常に確保できる場合に比べて，個人の場所が
確保できない時がある場合に，移住希望確率が
9.6% ポイント有意に引き上がる．これは，有
配偶男性や，「自宅時間が増加していない」有
配偶女性にはみられない影響である．有配偶女
性は，コロナ禍で在宅勤務をするようになった
ものの，自宅で自分だけの活動をおこなう場所
を常に確保できるわけではないという状況があ
るために，より広い居住空間を求めて地方移住
を希望するようになったのではないかと考えら
れる．表には示さないが，在宅勤務の頻度と個

（出典）筆者作成
注：＊＊＊は p<0.001，＊＊は p<0.01，＊は p<0.05．分析対象は被雇用者に限定している．交差
項の他，表 1の基本統計量で示した変数を投入してロジスティック回帰分析をし，交差項の平均
限界効果のみを掲載した．無配偶は男女別に推計すると多重共線性により結果が安定しないため
表に示していない．

表3　自宅時間増加の有無別にみた在宅勤務の頻度の限界効果
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人の空間の確保とのクロス集計でみても，自宅
時間が増加した男性は，在宅勤務の頻度が高い
ほど個人の空間も確保できるという有意差がみ
られる一方で，自宅時間が増加した女性には有

意差がみられないことからも，有配偶女性は在
宅勤務をするにしても，自宅で個人の場所が確
保しづらい状況にあることが伺える．

（出典）筆者作成
注： ＊＊＊は p<0.001，＊＊は p<0.01，＊は p<0.05．紙面の都合上有意になった変数のみ掲載した．夫の職種が
無職のサンプルが少ないため，自宅時間が増加した有配偶女性の推計では夫が無職のサンプルを除外している．

表4　自宅時間増加の有無別にみた地方移住希望の要因分析（有配偶）
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図3　有配偶男女における収入と経済的不安の影響の違い（地方移住希望確率の予測値）
（出典）筆者作成
注：縦軸は地方移住希望確率の予測値，図中の縦棒は95％信頼区間を表す．

4．2．3　 「ライフスタイル移住」としての移住
希望と経済的不安からの移住希望

第三の課題として，月収が高い層による移住
を「ライフスタイル移住」と捉え，月収と経済
的不安の有無が移住希望に与える影響は男女で
どのように異なるのか，移住希望確率の予測値
を推計して比較した．無配偶は男女の違いがみ
られなかったため，有配偶男女の違いのみ図 3
に示した．図の左側，月収の違いをみると，有
配偶男性は月収が低いほど移住希望確率が高く
なる傾向があるのに対し，有配偶女性は月収が
高いほど移住希望確率が高くなる傾向がみられ
る．特に，月収が最も低い層で男女の移住希望
確率の差が顕著である．図の右側，経済的不安
がある場合，有配偶男性の方がより移住希望確
率が高い．これらの結果から，コロナ禍におい
て，有配偶女性は比較的裕福な層の移住である
「ライフスタイル移住」としての移住希望を持
つ傾向にある一方で，有配偶男性は経済的不安
からの移住希望を持つという特徴が確認でき
た．なお，経済的不安をもつ有配偶の特徴をク
ロス集計で確認すると，有配偶女性は月収が低
いほど経済的不安も強い傾向にあるのに対し，
有配偶男性は，月収が 10-30 万円未満の層の経
済的不安が強いという特徴がある．また，高卒
以下でサービス的職業に就いている有配偶男性

の経済的不安が強く，経済的不安が強い男性の
妻は収入が低いという特徴もある．

5．結論と今後の課題

本研究では，子育て世代を中心としたデータ
から地方移住希望の要因分析をした結果，次の
ことが明らかになった．まず，在宅勤務に関す
る結果は次の 2点である．第一に，無配偶の場
合，移住希望に対する在宅勤務の有意な影響は
みられないが，有配偶の場合，在宅中心の働き
方は移住希望確率を高める．第二に，有配偶女
性はコロナ禍で自宅時間が増加した場合にの
み，在宅中心の働き方が移住希望確率を高める
ことから，有配偶女性は，コロナ禍で在宅勤務
が導入されたことをきっかけとして地方移住を
希望するようになった可能性が示唆される．そ
の理由として，在宅勤務をしようにも，自分だ
けの活動をする場所が自宅で常に確保できるわ
けではないという状況が有配偶女性でみられた
ため，より広い住環境を求めて移住を希望して
いるのではないかと考えられる．
次に，移住希望に影響を与える在宅勤務以外
の要因について，有配偶を対象として分析した
結果を以下 3点にまとめる．第一に，コロナ禍
で「自宅時間が増加していない」場合，男性よ
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りも女性のほうが移住希望確率は低い．第二に，
コロナ禍で「自宅時間が増加した」者について，
移住希望確率に正の影響を与える女性側の要因
はあまり確認できなかった一方で，男性の場合，
三大都市圏で賃貸住宅に居住していることや，
コロナ禍で経済的不安を感じていることが移住
希望確率に正の影響を与える．第三に，コロナ
禍で「自宅時間が増加していない」者について，
男女ともに経済的不安が移住希望に正の影響が
あり，男性は低収入であることも移住希望に正
の影響を与える．
また，コロナ禍の移住希望確率に対する，収
入と経済的不安の影響について，有配偶男性は
月収が低いほど，有配偶女性は月収が高いほど
移住希望確率が高くなる傾向にあり，経済的不
安がある場合の移住希望確率は，有配偶女性よ
りも有配偶男性の方が高い．コロナ禍における
地方移住に関する先行研究では，東京都の独身
若年層は高収入の層と経済的不安のある層で移
住意識を持つ傾向にあることが指摘されている
が（滕 2022），家族形態を踏まえた本研究の分
析からは，比較的裕福な層による「ライフスタ
イル移住」としての移住希望は有配偶女性が持
ち，経済的不安からの移住希望は有配偶男性が
持つ傾向にあることが明らかになった．有配偶
女性の中でも，コロナ禍で「自宅時間が増加し
ていない」有配偶女性については経済的不安の
正の影響がみられたことを踏まえると，比較的
裕福な有配偶女性が，コロナ禍で在宅勤務が可
能になったことで自宅時間が増え，より広い住
環境やライフスタイルの変化を求めて移住を検
討するようになった可能性が考えられる．一方
で，男性の場合，高卒でサービス職に就いて月
収 10-30 万円未満とさほど高収入ではない中
で，妻の月収も低く，コロナ禍の経済的不安か
ら生活コストの低い地方への移住を考えるよう
になった姿が浮かび上がった．コロナ禍という
経済的に不安定な時期においては，収入と地方
移住との関連は二極化する傾向があり，それは
男女で異なるのかもしれない．
以上の結果から地方創生政策への示唆とし

て，在宅勤務など場所に縛られない働き方を推
進することで，大都市圏から地方への人の流れ
が生まれるきっかけになりうることが，本研究
の分析から示すことができた．夫婦が自宅でそ
れぞれ個人の場所を確保できる住環境を整える
ための支援や，自宅以外の場所でテレワークで
きる環境整備も併せて，移住政策の柱の一つに
することを提案したい．また，コロナ禍におい
ては経済的不安から移住する層もいると想定さ
れるため，移住先で安定的な職を得るための支
援も重要な課題であろう．
さいごに，今後の課題として，本研究ではデー
タの制約上「地方移住」の「地方」の定義があ
いまいであるため，定義を明確にした分析が必
要である点，無配偶のサンプルが少なく，配偶
者の有無別の分析や無配偶の男女別の分析が不
十分である点が挙げられる．また，分析では，
コロナ禍における自宅時間増加の有無と在宅勤
務の頻度との交差項をもって地方移住希望との
関連を明らかにしたが，因果関係を特定するま
でには至っていない．以上を今後の研究課題と
したい．
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指導教員である永瀬伸子先生および匿名の査読
者から多くのコメントを受けて本稿を改訂する
ことができた．ここに感謝申し上げる．

【注】
1． 「令和 3年度テレワーク人口実態調査―調査結果―」
p.12 参照．なお，同調査における雇用型のテレワー
クとは，「ICT（情報通信技術）等を活用し，普段
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出勤して仕事をおこなう勤務先とは違う場所で仕
事をすること，又は，勤務先に出勤せず自宅その
他の場所で仕事をすること」と定義される（p.5）．

2． 調査は，2020 年 11 月に株式会社クロスマーケティ
ングを通じてWEBで実施された．WEB調査では
省力回答者の問題があるが，本調査ではそれを検
出する設問は設けていないため，省力回答が混ざっ
ている可能性は否定できない．

3． 関東（栃木県，茨城県，群馬県，東京都，埼玉県，
千葉県，神奈川県），北陸中部（富山県，石川県，
福井県，新潟県，山梨県，長野県，愛知県，静岡県，
岐阜県，三重県），関西（京都府，大阪府，兵庫県，
滋賀県，奈良県，和歌山県）の合計 23 都府県である．

4． 本調査では，自営業者は在宅中心の人が 4割近く，
被雇用者に比べて割合が高い一方で，コロナ禍で
自宅時間が増加した人の割合は自営業者が最も低
い．

5． 自営業とその他合わせて 296 名，無職と休業中を
合わせて 1138 名は分析から除外した．なお，従業
上の地位別に地方移住希望の割合を確認したとこ
ろ，無職の場合，男女ともに地方移住を希望する
割合はゼロであった．

6． 「現在，自分だけの活動（テレワークや持ち帰り仕
事，自分の趣味や好きなこと）をおこなえる場所
が家の中に確保されていますか」という設問を利
用し，回答を 3つに分類した．

7． 調査時点の生活満足度からコロナ禍前（2020 年 2
月頃より前）の生活満足度を引いた値を生活満足
度の変化とした．

8． コロナ禍でテレワークに移行した層は限定的で，高
学歴，大企業，高収入，正社員，特定の業種・職
種といった一部のホワイトカラー層で実施された
という数々の実証研究（Okubo 2020；石井・中山・
山本 2020；高見・山本 2020 など）を参考にした．
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An Analysis of the Factors That Influenced the Working-age Population’s Preference to Migrate 
to Rural Areas in Japan During COVID-19: 
With a Focus on Work-From-Home Frequency and Gender Differences

Junko Okuda

Summary

This study evaluates the factors influencing the working-age population’s decision to migrate 
to rural areas in Japan during COVID-19. Utilizing a dataset that primarily comprises a child-
rearing generation in Japan, the research focuses on three points: first, to clarify the impact of 
work-from-home frequency on the preference to migrate to rural areas while noting the 
observable differences between men and women; second, to investigate alternate factors which 
may have contributed to the differences, such as family structure and gender; and lastly, to 
evaluate COVID-19 migration preferences from two aspects: “lifestyle migration” by the 
relatively affluent versus migration due to economic insecurity. The study’s results are as 
follows: 1） The ability to work from home only increased the migration probability in married 
women after the COVID pandemic increased their time at home. This suggests that for this 
specific demographic, the introduction of work-from-home options during COVID-19 was the 
trigger to migrate to rural areas; 2） The main factor that positively influenced the choice to 
migrate for married men whose time at home was increased by COVID-19 was whether they 
lived in three metropolitan areas and in rented housing. In contrast, a low monthly income was 
the primary influence for the migration preference for married men whose time at home was 
unaffected by the pandemic; and 3） The tendency to migrate as a “lifestyle migration” was a 
characteristic of married women, while the choice to relocate due to economic insecurity was 
found in married men. Thus, our study provides evidence that the relationship between income 
and rural migration was polarized and differed by gender during COVID-19’s economically 
insecure period.
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